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Ⅰ　賃金に関する心理学的な公正研究

　賃金とその施策は従業員を引き留め，目標達成
に求められるパフォーマンスを引き出すために組
織が採用する重要な戦略の一つである。心理学の
分野においても賃金に代表される金銭的・経済的
なインセンティブが仕事へのモチベーションを高
める重要な源泉とみなされている。
　しかし，人件費の原資には限りがあり，すべて

の従業員が満足できる水準の賃金を得られる訳で
はない。一方で，賃金が少ないから仕事のパフォー
マンスが直ちに低下するわけでもない。つまり賃
金の多寡が直接的に個人の反応に影響を与えるわ
けではなく様々な要因が介在あるいは媒介してい
ると考えられる。本論文は，多様な媒介要因の一
つが公正さであるという仮定に基づき議論を進め
る（図 1）。

我が国の賃金制度に関する�
心理学からの考察
──公正理論に基づくレビュー

本論文は，我が国の賃金制度を社会心理学や産業・組織心理学における公正理論の観点か
ら考察した。第 1 に，賃金に関連すると思われる公正さの概念や理論について説明した。
心理学においては，公正さの主観的側面─公正感や公正知覚に焦点を当てる。ここでは，
相対的剝奪，分配的公正，手続き的公正，公正絆理論が紹介された。第 2 に，日本におけ
る代表的な賃金制度を大まかに分類・整理を行った。分類に当たっては，「職務」基準と

「人」基準という視点を重視した。この視点を導出するために「職務志向」型職務分析，
「労働者志向」型職務分析，「ハイブリッド」型職務分析の 3 つに言及した。賃金制度は，
職能給，成果主義賃金改革，職務給が取り上げられた。第 3 に，上記の 3 種類の賃金制度
について，公正さの観点からメリットやデメリットなどを考察した。最後に，今後の研究
方向と本論文の実践的含意が論じられた。今後の研究については，より賃金制度に特化し
た公正知覚の測定が重要であるということ，グローバル化に際して文化差を考慮する必要
があることなどが提起された。最後に，本論文の実践的含意が述べられた。

林　洋一郎
（慶應義塾大学准教授）

鳥取部真己
（北九州市立大学准教授）

図 1　賃金が公正さを媒介して個人の反応に与える影響
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　図 1 において，公正さは，内生変数に位置づけら
れており，変動するが仮定されている。これは公正
さの「感覚」つまり主観的な公正知覚を扱うこと
を意味するが，心理学においては規範的な公正で
はなく主観的な体験としての公正さに注目する。
　本研究の目的は，従業員が賃金やその制度をど
のように受け止めるかについて，心理学領域にお
ける公正研究のフレームワークから考察すること
である。心理学や組織行動を専門とする筆者らは，
賃金制度の詳細で妥当な分類をする技量や知識を
十分に持ち合わせていない。そこで代表的な賃金
制度を取り上げて，それらを社会心理学や産業・
組織心理学の観点から考察する。この作業を通じ
て，新たな視点や研究方向を提供することが期待
される。本論文の構成は，次のように 4 つの部分
から成る。1）賃金と関連すると考えられる社会
心理学や産業・組織心理学領域の公正理論や研究
知見を簡単に紹介する。賃金の問題を心理学的な
公正さの観点から考察するために必要となる概念
やフレームワークの提案である。2）日本におけ
る賃金制度を概観する。ここでは次に，これらの
概念装置を使って日本における代表的な賃金制度
を概観する。3）2）で取り上げた賃金制度を公正
さの観点から論ずる，4）最後に，賃金制度を通じ
たマネジメントや実践的含意について述べる。
　ビジネスや組織における公正研究は，特に，組
織における公正（organizational� justice）と呼ばれ
る（Colquitt�and�Zipay�2015）。賃金と公正さに関
する研究は，特に，分配的公正の概念と関連が深
い。ここでは，公正判断の相対性を示した相対的
剥奪（relative�deprivation）を紹介した後に，分配
的公正を説明し，最後に個人と組織の結びつき

（connectedness）について論ずる。大渕（2004）
は個人と組織の結びつきを説明する公正理論を公
正絆理論と述べているが，本論文もこの用語を使
用する。

1�　賃金の公正さに関する古典的研究─相対的剝
奪

　待遇に対する公正さの知覚が結果の客観的な性
質ではなく相対的な性質により決定されることを
指摘し，心理学的公正研究への先駆けとなったの

が相対的剝奪理論（relative�deprivation�theory）で
ある。Stouffer�et�al.（1949）は，米国軍兵士を対
象として給与額と満足感の関連について調べた。
兵士の中でもパイロットは花形である。空軍に進
む若者の多くはパイロットを目指すが，希望を叶
えることができる者はごく一部であり，文字通り
一握りのエリートといえる。実際，待遇も良く，兵
士の中でも最も高い給与を得ており，他の部隊よ
りも昇進率も高かった。こうした恵まれた立場に
あるパイロットたちは，待遇，特に出世に対する
満足も高いと予測された。こうしたパイロットた
ちと対比させるため部隊に，Stouffer�et�al.（1949）
は，憲兵（Military�Police＝MP）にも注目した。彼
らの職務は，兵士の違反を摘発する仕事である。
仲間からは疎んじられ，待遇もそれほど良いわけ
ではない。実際，憲兵はパイロットに比べても昇
進率が低かった。よって，憲兵の仕事や給与に対
する満足感はパイロットよりも低いだろうと当初
は予測された。しかし，結果は正反対で，憲兵よ
りもパイロットの方が全般的に不満を持つ者が多
かった。Stouffer�et�al.（1949）は，相対的に昇進機
会の少ない部隊には，昇進機会の大きい部隊より
も昇進機会について好意的に評価する人たちの割
合が多いと解釈した。昇進率の違いが満足感に影
響を与えたと考えた。航空隊では速い昇進が当た
り前であるのに対して，憲兵隊では遅い昇進が常
態である。よって，昇進できなくても不遇だとは
感じていないと推論した（髙阪�2009）。彼らは「一
つ釜の仲間（others� in�the�same�boat�with�them）」
と自分の境遇を比較しているので，物理的に昇進
率が高いパイロットよりも不満が低い（髙阪�
2009）。もし，憲兵隊が自分の境遇を航空隊の境
遇と比較しているのであれば，批判的で非好意的
な評価も増えると思われる。
　相対的剝奪理論によれば，自分が得た資源に対
する満足感は，獲得資源の絶対量ではなく，他者
が得た資源との比較によって決定されると仮定さ
れる。つまり高額な給与を得たとしても比較した
他者がそれ以上の給与を得ていれば不満を抱く
し，逆に，低い給与であっても比較の対象とした
他者もそれほど高い給与を得ていなければ不満感
は少ない。この仮定から，個人は自分の処遇のふ
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さわしさや適格さを客観的性質から判断するので
はなく，他者の処遇と比較した相対的性質によっ
て判断するということが示唆された。相対的剥奪
理論は，ふさわしさや適格さの根拠を明示してい
ないが，適格さの概念を強調したことによって公
正理論の先駆的研究とみなされる（Tyler�1997）。

2　分配的公正概念の登場

　分配的公正とは，個人が受けた資源や様々な帰
結に関する公正知覚を示す概念である。分配的公
正を決めるルールは，衡平原理である。衡平原理
は，Adams（1965）の衡平理論に由来するもので
あり，個人の貢献に比例した報酬分配をフェアと
知覚する。つまり貢献度の高い者ほど高い報酬を
受け取るべきという考え方である。平等原理は，
各人の貢献に関係なく，すべての人に対して均等
に報酬を配分する仕組みを正しいとみなす。必要
原理は，各人の必要度や困窮度に比例して報酬を
配分する仕組みを正しいとみなす。必要としてい
る人物に高い報酬を与えるという原理である。
　Adams（1965）によれば，衡平とは，自己の得
た報酬と貢献の比が比較可能な他者の貢献－報酬
の比と釣り合っている状態である（図 2）。逆に不

衡平とは，両者の比が釣り合っていない状態であ
る。不衡平な状況は，1）自分の貢献－報酬の比
が他者のそれより低い「過少支払い」および 2）
自分の貢献－報酬の比が他者のそれより高い「過
剰支払い」という 2 種類に分けられる。人は不衡
平状態に置かれると心理的緊張や不快感をいだ
く。そこで，衡平を回復して心理的緊張や不快を
和らげようという気持ちから，組織や集団への貢
献を低減させたり，増加させたりする（図 2）。
　過少支払いを受けた個人は，その配分に対して
怒りを感じ，自分の貢献を低減する（結果的に衡
平が回復される）。一方で，過剰支払いを受けた個
人は，その配分に対して罪悪感を持ち，自分の貢
献を増大させる（結果的に衡平が回復される）。こ
の衡平回復過程が，ワーク・モチベーションのプ
ロセスそのものであるという視点もある。また，
人は，過少支払いだけでなく過剰支払いの状況に
対しても不衡平感や不快感を抱くと仮定する点が
特徴である。つまり人間は，単に自己利益の最大
化を目指す存在ではなく，公正さを重視する存在
であることをうかがわせる。人間が単に自己利益
最大化を追求する存在でない点を示した点は，衡
平理論の大きな貢献である。

図 2　衡平理論の概要

出所：林（2014）を一部修正。
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　また，差異理論は，衡平理論から派生したもの
であるが，よりシンプルなモデルである（Lawler�
1971，1981）。給与に対する満足感は，実際に自分
が受けた給与水準と自分が受けてしかるべきと考
える給与水準との差異によって決定されると考え
る。
　衡平理論と差異理論においては社会的比較過程
が大きな役割を果たしている。個人が様々な帰結
に対して抱く満足感は，参照する他者との相対的
比較によって決定される。これが社会的比較理論
の基本的な考え方である。さらに参照される他者
に明確な基準がある訳ではなく，複数の比較対象
が認められている（Goodman�1974）。
　給与に関する衡平については，内的衡平（inter-
nal�equity）と外的衡平（external�equity）という
区分もよく知られているが，これも比較対象の違
いによって説明できる（Romanoff,�Boehm�and�Ben-
son�1986）。内的衡平は，会社内で同様の仕事をし
ている者を参照して知覚される公正知覚であり，
外的衡平とは会社外で同様の仕事をしている者と
の比較によって知覚される公正知覚である。衡平
理論と差異理論に基づく先行研究は，衡平知覚が
給与満足感と関連することを示している。

3　手続き的公正

　衡平理論や差異理論は，給与に対する満足感が
他者との比較の関数であることを示唆する。一方
で，衡平理論で仮定されるインプットとアウトカ
ムは多様な要素が仮定され，また選ばれる比較対
象も様々である。よって給与に対する満足感を予
測するには不確定な要素も多い。
　ところで給与に対する満足感は，分配的公正だ
けではなく手続き的公正の影響も受ける。手続き
的公正とは，給与の決定手続きやプロセスに対す
る公正知覚である。具体的には，一貫性，正確性，
偏向の抑制，発言機会の付与といったルールが守
られていたかどうかという体験から知覚される感
覚である（Colquitt�2001;�Colquitt�et�al.�2015）。よっ
て賃金の満足を考えるにあたって，手続き的公正
の側面も考慮する必要がある。
　さらに，組織における権限者の振る舞いといっ
た対人要素も手続き的公正の一部と考える視点も

提供されている。公正さの対人要素を，手続き的
公正とは独立した概念とみなし，対人的公正と情
報的公正に区分する視点も提供されている。対人
的公正は，権限者が手続きを執行する際に尊重や
丁重さを示す程度を意味する。情報的公正とは，
権限者が説明責任を果たす程度を示す。

4　個人と組織を結びつける絆としての公正

　大渕（2004）は，公正さが個人と組織を結びつ
ける絆としての機能を果たすと主張した。組織を
公正と知覚した従業員は，組織コミットメントや
組織シチズンシップ行動を示す一方で，転職意志
が低く，組織に損害をもたらすような行動をあま
り示さないと考えられている。つまり公正さは組
織にとってポジティブなアウトカムに寄与する一
方で，ネガティブなアウトカムを抑制する。その
結果，公正さは個人と組織の結びつきを強めると
考えられる。絆機能の理論フレームとして，社会
的交換理論，心理エンゲイジメントモデルがよく
知られている。
　社会的交換理論は，個人と集団・組織の関係を，
様々な便益の交換という枠組みで捉える。社会的
交換理論でとりあげられる内容は，不特定・無定
形であることが多く，支援，助言，感謝，愛情，
尊敬，感謝，尊敬などが含まれる。社会的交換を
支える規範は，互酬性（reciprocity）であり，他
者から受けた贈答に対しては同等の返礼をするこ
とが期待される。Organ（1997）は，個人と組織
の関係を社会的交換関係とみなし，組織から公正
に取り扱われた個人は，その返礼に組織シチズン
シップ行動を示すと主張した。組織シチズンシッ
プ行動とは，従業員が自分の職務範囲外の仕事を
自発的に行う役割外行動の一種で，組織に便益を
もたらすものと定義される。実際，公正さと組織
シチズンシップ行動の関連が，社会的交換に関わ
る変数によって媒介されることが繰り返し証明さ
れてきた。
　心理エンゲイジメントモデル（psychological�en-
gagement�model;�Blader�and�Tyler�2003;�Tyler�and�
Blader�2003）は，関係モデル（relational�model;�Ty-
ler�and�Lind�1992）から発展したものである。関
係モデルとは，どちらかと言えば従業員が公正さ
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に関心を持つプロセスを説明するモデルである。
関係モデルによれば，公正さは集団や組織が従業
員をどれくらい重視しているかに関わる情報を含
んでおり，こうした情報は個人の社会的同一性の
確認に重要である。それゆえ個人は公正に注目す
ると考えられている。これに対して，心理エンゲ
イジメントモデルは，公正知覚が従業員の態度や
行動に与える影響に焦点をより向けている。従業
員は，公正に処遇されるとリスペクト（respect）
とプライド（pride）という感覚を抱く。リスペク
トは「集団内」のプロセスに由来する概念であ
り，組織内で安定した地位を得ているという認識
によってもたらされる感覚である。プライドは，

「集団間」のプロセスに由来する概念であり，集
団の地位やステータスに関する評価である。リス
ペクトとプライドは，ふたつの重要な機能がある。
第 1 に，従業員は集団や組織に対する同一視を強
め，組織の成功や安定を基盤として自尊心や自己
意識を確立しようと努める。逆に言えば，組織の
価値が高まると，自尊心の維持や高揚にも役立つ。
それゆえ個人は，自尊心を高めてくれるような組
織の価値を高めようという動機から組織に対する
役割外行動（組織シチズンシップ行動など）を強め
るが，これがリスペクトとプライドの第 2 の機能
である。

Ⅱ　賃金制度・形態

　ここまで心理学的な公正理論について論じてき
た。次に，実際の賃金制度について議論したい。
筆者は，賃金制度の専門家ではないので詳細な賃
金制度や賃金形態について整理する技量や知識を
持ち合わせていない。そこで本節は，職務基準と
人基準という賃金制度を考察するうえで不可欠な
視点を導入するために職務分析について説明す
る。次に，日本企業における代表的な賃金制度を
取り上げ，それらを公正理論の観点から考察して
いくこととする。

1　職務分析から考える人と職務の関係

　米国を中心とする産業・組織心理学におけるテ
キストは，職務分析（job�analysis）の記述から始

まるものが多い。職務分析とは，職務に関する情
報を集める一連のプロセスを意味し，仕事を進め
るうえで何をなすべきかを記述し，業績を上げる
うえで必要となる能力やスキルなどを明らかにす
る試みである（Morgesen�2006）。よって，職務分
析とは，採用選考，人材開発，人事評価，アセスメン
トセンター方式などあらゆる人的資源管理施策の
基本となる手続きと考えられている。そして，職
務分析に基づいた職務等級（job�grade）にリンク
した形で決定される賃金がいわゆる職務給である。
　職務分析には様々な方法が提起されているが，
伝統的に職務志向（job-oriented）と労働者志向

（worker-oriented）に区分される。職務志向に基
づく方法は，職務を遂行するために必要となる
様々なタスクを記述するというものである。労働
者志向に基づく方法は，職務の特定の水準に焦点
を向けるのではなく，職務の一般的な側面（職務
遂行に必要な肉体的，対人的，心理的な要因）に幅
広く焦点を向け，それに関連する従業員の特性

（worker�attributes）を特定する。近年は，職務と
労働者の両方から情報を収集する第 3 の方法─
ハイブリッド・アプローチ─も用いられるように
なってきた（Brannick,�Levine,�and�Morgeson�2007）。
職務分析は，個々の企業が実行するものでもある
が，米国の場合，労働省が開発した標準的なツー
ルも存在する。かつては職業名辞典（Dictionary�
of�Occupational�Titles＝DOT）と呼ばれるデータ・
ベースが標準的なツールであった。DOT とは，
1930 年代にアメリカ労働省によって開発された
ツールであり，職業や職務を分類するための包括
的データ・ベースである。DOT は，1 万 2000 以
上の職務に関するタスク，義務，作業環境を叙述
し，説明している。
　現在は，DOT に置き換わる形で職業情報ネッ
トワーク（Occupational�Information�Network＝O＊NET）
が運用されている。こちらのデータ・ベースも米
国の労働省が開発したものであり，ハイブリッド・
アプローチに基づいている（Peterson�et�al.�2001）。
O＊NET はオンラインでそのソースが公開されて
おり（http://online.onetcenter.org/），その内容は
適宜更新されている。O＊NET の情報は，6 つの
ドメインに分類されている。1）労働者特性（work-
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er�characteristics），2）労働者要件（worker�require-
ment），3） 求 め ら れ る 経 験（experience�require-
ments），4）職業要件（occupational�requirement），5）
職業特性（occupational�characteristics），6）特定
職 業 要 件（occupational-specific-requirements）であ
る。O＊NET の内容モデルをまとめると図 3 のよ
うになる。
　ここまで職務分析についてやや詳細に記述した
が，いわいるジョブ・ベースとワーカー・ベース
の 2 種類があることを提示したいと考えたからで
ある。さらに，「職務」あるいは「属人」という
区分が，賃金制度を分類するための基本軸になる
と考えたからである。賃金に関する世界的にも有
名 な テ キ ス ト で あ る Milkovich,�Newman,�and��
Gerhart（2013）の Compensation においても，賃
金の水準（賃金格差）を決める基準を，職務に基
づく構造（job-based�structure）と人に基づく構造

（person-based�structure）という 2 つに区分した。
「ジョブ（職務）」基準か，「ワーカー（人）」基準
であるかという区分は，賃金制度や形態を考える
にあたっても有効であると考えられる。

2　職能資格制度と職能給

　日本における賃金を考えるにあたっても，この
「職務」基準かあるいは「労働者」基準かという

視点は重要である。いわゆる正社員の賃金制度は，
社員格付制度にリンクして制度化されてきたと考
えられるが，その社員格付制度は「職務」基準か

「人」基準で形成されてきたからである（平野
2006；厨子 2010）。日本での職務基準の社員格付
制度は「職務等級制度」と呼ばれ，これが職務給
にリンクする。一方，人基準の社員格付制度は「職
能資格制度」と呼ばれ，これが職能給（職能資格
給）にリンクする。これらのなかで，多くの日本
の大企業に採用されてきたのが，人基準の職能資
格制度である。
　戦後の日本企業の賃金制度は，1960 年代頃ま
では，戦前の職員と工員といった身分制度に基づ
く賃金制度や，そこからの脱却を目指した役職基
準の賃金制度であったことが知られている（石田
2014）。1960 年代後半以降の日経連が進めた一連
の職能資格制度を導入する運動を通して，職能資
格制度が大企業を中心として普及することになっ
た。日本経営者団体連盟（1969）によれば，職務
遂行能力とは「企業における構成員として，企業
目的のために貢献する職務遂行能力であり，業績
として顕現化されなければならない。能力は職務
に対応して要求される個別的なものであるが，そ
れは一般には体力・適性・知識・経験・性格・意
欲の要素から成り立つ。それらはいずれも量・質
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図 3　O＊NETの内容モデル
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ともに努力，環境により変化する性質をもつ。開
発の可能性をもつとともに退歩のおそれも有し，
流動的，相対的なものである」とされており，潜
在的能力であることやその可変性が強調されてい
た。
　一方で，職能資格制度が構築されるにあたり重
視された点は，役職ポストが不足すると昇給でき
ない問題を抜本的に解決することであり，この問
題に対処するために，役職と職能資格が分離され
た（図 4）。職能資格は，役職との対応関係が考慮
されつつも，それとは異なる序列として運用され
ることが多かった。日本企業が，役職の上昇を ｢昇
進｣，資格の上昇を ｢昇格｣ と使い分けるのは，
この処遇と配置の分離に基づく（平野 2010）。職
能給においては，給与の基本部分は，職能資格上
の位置や序列によって決定されるため，理念的に
は役職が昇進しても職能資格が同一であれば賃金
に変化はない。そして，この職能資格の昇格にあ
たっては，顕在能力と潜在能力の両方を対象とす
るとされていたが，これらの能力は仕事経験に
よって伸長すると仮定されたので，定期昇給が制
度に組み込まれることが多かった。さらに，昇格
を運用するにあたっては，一定年数の期間，ある
資格に留まって経験することを求めるといった最
低在籍要件が設定されるなど，勤続年数との関係
性が強く，年功色の強い運用であった。
　このように職能資格制度は，社員の持つ能力と
いう，まさに「人」を基準とした制度であり，個
人を職務に張り付けないので，内部労働市場の下
で柔軟な人材配置や異動が可能になった。これは

日本企業が柔軟な組織を構築することに役立つだ
けでなく，昇格や昇給が能力向上に向けたインセ
ンティブシステムとして機能し，社員が企業特殊
的スキルを長期にわたって開発することを促進し
てきた（伊藤・加護野 1993；小池 1997，2005）。

3　成果主義による賃金改革

　「人」を基準とした職能資格制度とそこから派
生した賃金制度は，バブル経済崩壊後の日本経済
の低迷と，その後の日本企業の経営不振の影響を
受けて，修正すべきという機運が高まった。その
背景にあるのは，職能給が「人件費を変動費化し
にくく賃金インフレ（高資格化が進み人件費が高
騰）を起こしやすい」（平野 2010）という特徴を
もっており，経営状況悪化の中で大きな経営問題
となったためである。1993 年に富士通が行った
人事制度改革のキーワードとして「成果主義」が
用いられて以来，この成果主義が 1990 年代後半
から 2000 年代前半の日本の賃金制度改革の中心
的テーマとなり，職能給を採用する企業の多くが
成果主義による賃金制度改革を進めた。
　しかし，成果主義に職能資格制度のような具体
的な社員格付制度があるわけでもなく，職能給の
ような具体的な賃金制度があるわけでもないこと
に注意が必要である。守島（1997）によれば，成
果主義という言葉は，年功主義や能力主義と対比
的に用いられてきたが，2 つの主張を含むとして
いる。主張の一つは，これまでの勤続年数を重視
する年功主義に基づく賃金を，成果を重視する賃
金に変更するというものである。もう一つの主張

図 4　職能資格制度のイメージ

出所：佐藤・藤村・八代（1999）を一部修正。
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は，社員が長期間にわたって培った潜在的な職務
遂行能力に注目する能力主義ではなく，社員の顕
在的な成果やアウトプットに着目する“成果主
義”に転換すべきというものである。成果主義と
いう言葉に対応した明示的な賃金制度や体系があ
るのではなく，職能資格制度や職能給を変革する
うえでの着眼点や方向性を述べていると言えよ
う。
　成果主義に基づく賃金制度改革の特徴として，
奥西（2001）は，①賃金決定要因として，成果を
左右する諸変数（技能，知識，努力など）よりも，
結果としての成果を重視すること，②長期的な成
果よりも短期的な成果を重視すること，③実際の
賃金により大きな格差をつけること，の 3 点をあ
げている。この改革の実態からは，職能給におけ
る年功主義や能力主義からの転換という衡平理論
におけるインプットとアウトプットをつなぐリン
クの変更が行われただけでなく，賃金格差の拡大
によるインセンティブ効果を狙うという，アウト
プットの部分の変化が生じたことがわかる。また，
賃金制度の改革は労使関係における大きな交渉
テーマとなるだけでなく，評価対象が潜在的な職
務遂行能力から，顕在的な成果やアウトプットに
移行し，なおかつ賃金格差を拡大するために，評
価制度の整備に一つの焦点がおかれた。それゆえ，
この成果主義は分配的公正さや手続き的公正さに
大きな変化をもたらしたものと思われる。

4　職務給

　成果主義の浸透のなかで，再び日本への導入が
議論・検討されたのが職務給であり，武田薬品工
業など一部の企業が，成果主義賃金改革の一環と
して導入したことが知られている。職務給は，職
能資格制度に先立って，1950 年代後半以降に身
分制度や役職ベース賃金からの脱却が論じられた
際，日本企業に導入する動きがあったが，少数企
業の部分的導入にとどまった経緯がある。職務給
は，職務分析をとおして，企業の仕事がなんらか
の形でポイント化 - 序列化され，それが職務等級
にリンクした賃金のことをさす。職務給の昇給は，
より高い職務等級に格付けられている仕事へ異動
したり，新たな役職へ昇進することで行われる以

外は，職務の追加や再編成などによって新たに職
務分析が行われて職務等級が変化したときなどに
行われる。
　日本で知られている代表的な職務給は，米国の
コンサルティング会社ヘイ・グループによって提
供される「ヘイ・システム」によるものであり，
フォーチュン 500 社の過半の企業が採用している
という。ヘイ・システムに限らず，グローバルに
業務を展開しているコンサルティング会社が提供
する職務給は，職務ポイントや職務等級を基準に
した賃金比較が企業間・国家間をまたいで容易に
行うことができるように定期的に賃金情報が更新
されている。そのため，グローバル化対応を志向
する企業において部分的に職務給へ移行する動き
もみられる。
　しかしながら，日本においては，これまでのと
ころ大部分の企業において職務給の導入はあまり
進んでいないと思われる。その大きな理由は，図
5 に示した日本企業と米国など外国企業の間にあ
る組織編成の違いに求められるであろう。ヘイ・
システムなどの職務給を採用する欧米型企業は，
職務分析によって個々の職務とその範囲を明確に
規定した職務記述書を持ち，それが社員の遂行す
べき仕事となる。そのため，組織は職務記述書に
記載された職務の積み上げによって構成されたも
のになる。それに対して日本型企業は，職務分析
に基づく人事管理が前提となっていない。そのた
め，個々の職務領域が明確に規定されないので，
環境変化に応じて柔軟に職務の分担が決定され，
従業員の自発的な補完も期待されている。このよ
うに従業員の担う職務範囲があいまいであるとい
う事実は，本人の努力次第でより権限の広い職務
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日本型 欧米型

図 5　職務の考え方と組織

出所：石田（1989）より一部修正。



36� No.�670/May�2016

を担当できる可能性を含意するので，仕事へのモ
チベーションを高める効果が期待される。また，
経営への参画意識も醸成したとも言われており，
日本企業の競争力の源泉の一つとなったと考えら
れている（石田 1989）。
　このような組織と仕事の仕組みの違いに基礎を
おきつつ，その上に構築された日本型雇用システ
ムを「メンバーシップ型雇用」として，米国など

「ジョブ型雇用」と対比する視点が近年提示され
ている（濱口 2013）。日本企業における就職は，
企業の正規メンバーになるというメンバーシップ
獲得のためのプロセスにほかならない。ジョブ型
雇用システムを前提におく職務給は，このような
メンバーシップ雇用システムをとる日本の企業と
あまり適合しなかったと考えられる。

Ⅲ　職能給・成果主義賃金制度・職務給
を公正さの観点から論評する

　衡平理論に従えば，個人は，自分が投じたイン
プットと得られたアウトカムの比率を他者のそれ
と比べる。そして両者が釣り合っている場合，個
人はバランスがとれていると感じ，衡平であると
判断する。職能給において，インプットとアウト
カムに相当する要素は何だろうか。インプットは，
職務遂行能力であろう。アウトカムは，職能資格
とそれに連動する職能給であろう。他者と比較し
て，それらが釣り合っている場合，衡平さを知覚
するだろう。では，比較の対象に選ばれる他者は
どのような人物だろうか。日本的な長期雇用を仮
定した場合，入社年次が同じ「同期」が選ばれる
だろう。ところでインプットに相当すると考えら
れる職務遂行能力は，ポジションに応じた職務全
般を遂行する上で必要とされる知識・能力と定義
されるように，潜在的な個人特性である。厳密に
心理測定の観点から定量的に捕捉される概念では
ない。職務遂行能力は，勤続年数によって上昇す
ると仮定され，年功的に運用されてきた。よって，
同期の間では，基本的にあまり差がつかないと考
えられる。その意味においては，平等原理に基づ
く分配的公正を満たしている制度とも考えられ
る。しかし平等原理と衡平原理は基本的に相容れ

ない。特に，職場組織においてはモチベーション
を維持するために，処遇に一定の差をつけること
は不可欠である。Milkovich,�Newman,�and�Ger-
hart（2013）は，個人が組織から得る報酬を「総
賃金（現金賃金と実利）」と「関係利益（relational�
return）」に分けた。関係利益とは，例えば，学
習機会，チャレンジングな仕事，承認と地位など
である。高橋（2004）は，職能資格ではないが年
功制は次の仕事の質で報いる制度であると述べて
いるが，職能資格制度においては，関係利益に差
をつけることによって衡平な運用を行っていたの
でないかと考えられる。また，手続き的公正の観
点からはどうだろうか。年功的運用ということで
あれば，勤続年数や年齢という明確な要素によっ
て評価されるので曖昧さが小さいため，一定の手
続き的公正が確保されてきたと考えられる。もち
ろん昇格や昇進には一定の差がつくことは容認さ
れており，その根拠となる人事評価の手続きが，
あまり公正でないというような不満は存在したと
思われる。関係利益の配分によるマネジメントは，
公正絆理論の観点からも正当化される。心理的エ
ンゲイジメントモデルによれば，組織から信頼，
中立性，地位の認知という一種の関係利益を得た
従業員は，組織を通した社会的同一性を強め，組
織への貢献を強めると考えられている。
　職能給は，社内で形成された職能資格によって
従業員を格付けするので内的衡平（internal�equi-
ty）が高い制度であったと思われる。しかし，バ
ブル経済期の大量の新卒採用と早期離職の増加
や，新卒でまかないきれない人材ニーズに対応す
る即戦力の中途採用などによって外部労働市場の
形成が進んだ。また，バブル経済崩壊後，多くの
企業がリストラを進めたことで外部労働市場が定
着した。そのため，企業内部の公正性で構築され
た職能給では，賃金の外部競争力を喪失し，人材
の採用や維持が難しくなる局面が見られるように
なった。さらにグローバル化の進展は，企業の賃
金制度に対する外的衡平（external�equity）がさ
らに求められるようになった。職能資格制度は基
本的に外的衡平を想定していないので，その弊害
が顕著になってきた。
　これに代わって多くの企業は成果的主義賃金を
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導入するようになる。衡平理論の観点からこの変
化を解釈すると，職能給よりも従業員の短期的な
成果が強調されることで，インプット要素として，
自己の能力に代わり，短期的な成果が想定される
ようになった。しかし，成果は，どのように定義
し正確に評価されるのであろうか。営業成績など，
その成果が数値で明確に表現できる場合を除い
て，成果の定義そのものが多義的で曖昧になると
思われる。繰り返すが，そもそも我が国において
は，基本的に職務とそれに含まれる仕事は，職務
分析によって明確に定義される訳ではない。実際，
宮本（2009）は，多くの企業が職能資格制度を
ベースに成果主義的改革を進めたとしており，成
果主義といえども多くの企業において基本的に

「労働者」基準の制度であることには変わりない
と思われる。明確な職務と仕事に関する定義や共
通理解が欠けているので，成果とみなす対象につ
いても多義的・個別的にならざるをえないだろう。
成果を評価するためによく使われる方法が目標管
理制度であるが，期初の目標設定や達成度合いに
関する評価は，管理者と被評価者の間で個別的そ
してある意味において柔軟に運用されてきたと解
釈される。衡平理論の観点からすれば，理念的に
は，インプットとアウトカムが個人によって異な
ることを意味するので，衡平性の判断が難しく，
不衡平感を抱きやすくなると思われる。
　その結果，成果に関する評価が個別的に運用さ
れていると仮定すれば，その評価プロセスである
手続き的公正がより重要になると思われる（守島
1997）。さらに，管理職と被評価者の間の関係性
が公正知覚の大きな要素になると思われる。よっ
て，従来型の職能給の場合より，対人的公正や情
報的な公正が重要になると考えられる。
　さらに，成果主義の進展によって個人と組織の
関係はどのように変化するだろうか。公正絆理論
の社会的交換理論が分析のための手掛かりになる
と思われる。職能給において，個人と組織の関係
は，長期的なスパンで決済される暗黙の交換関係
として規定された。これに対して，成果主義賃金
において，両者の関係は短期的スパンで決済され
る明示的な交換関係として規定されるだろう。心
理的契約（psychological�contract）の概念に従え

ば，取引的契約（transactional�contract）から関係
的契約（relational�contract）への変化といえるだ
ろう（Hui,�Lee,�and�Rousseau�2004;�Morishima�1996）。
後者の場合，繰り返しになるが手続き的公正が極
めて大事になると思われる。しかし，成果の評価
が個別的に行われるとすれば手続き的公正の一貫
性原理を損なうので，不公正な取り扱いを受けた
と感じる従業員は増加したと思われる。この点が
成果主義に対する批判や混乱につながったのかも
しれない。
　ところで職務給は，職務分析の結果に従って，
職務の価値を序列化して，その序列に従って給与
に差をつける制度である。衡平理論に従えば，イ
ンプットに職務の価値が仮定され，アウトカムは
その価値に応じた賃金ということになる。職務分
析が適正に実施されている限りにおいて，手続き
的にも公正な制度であると思われる。しかし，我
が国など一部の文化においては，職務や仕事をそ
もそも価値づけして序列化するという思想がなじ
まない可能性もある。

Ⅳ　公正な賃金制度とマネジメントに対
する示唆

　これまで公正さの観点から我が国の賃金制度に
ついて筆者たちなりの解釈を加えてきた。本論文
を締めくくりにあたり，第 1 に，今後の賃金制度
の方向性について公正さの観点をふまえて論ず
る。第 2 に，グローバル化が進展する中で，多く
の企業が様々なバックグラウンドを持つ従業員を
抱えている。好ましいと判断される配分について
文化的な違いはないかどうかについて検討した研
究を紹介する。第 3 に，結論に代えて，実践的含
意と今後求められる研究について議論する。

1�　今後の賃金制度と公正さ─職務基準と人基準
の複合

　賃金を決定する要素が，「職務」なのか「人」
であるのかという区分は今後の日本における賃金
制度を考えるうえでも重要な視点である。原稿執
筆時（2016 年 2 月）の政権は，「一億総活躍プラ
ン」の柱の施策に「同一労働同一賃金」の推進を
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掲げている。この議論は，同様の仕事をしている
にもかかわらず正規社員と非正規社員の間に存在
する賃金格差の是正を目指していると思われるが，

「職務」であるか「人」であるかという区分でい
えば，どちらかといえば「職務」基準に重きを置
いた思想であると考えられる。こうした動きは，
日本企業における賃金制度が緩やかではあるが職
務主義の要素を取り入れていく可能性を示唆して
いるとも考えられる。
　一方で，「職務」基準と「人」志向基準を組み
合わせた職務分析─ハイブリッド・アプローチ
─が提起されるように，職務基準の雇用が優勢
な欧米においても，人物基準のマネジメントや賃
金制度が求められていると思われる。産業・組織
心理学においても 1990 年代前半から職務遂行の
ために求められる行動を示すタスク業績（task�
performance）だけでなく，職務遂行とは直接に
は関係ないが，働きやすい職場をつくるための雰
囲気づくりやとても熱心に自分の職務に取り組む
といった文脈業績（contextual�performance）が重
視されている（Borman�and�Motowidlo�1997）。さら
に，Pulakos�et�al.（2000）は，適応業績（adaptive�
performance）という業績次元を提起した。この
業績は，状況変化に対する柔軟な姿勢や対応でき
ることを示す。Charbonnier-Voirin,�Akremi,�and�
Vandenberghe（2010）は，Pulakos�et�al.（2000）が
提起した 8 次元を次の 3 つに要約している。（a）
創造的に働き，効果的に学ぶ。（b）予測が難し
く，不都合でストレスフルな緊急事態に対処でき
る。（c）社会的・文化的に多様なコンテクストに
おいて状況適合的な行動ができる。これらの行動
は，職務によって明確に規定された範囲を超えた
行動であり，これらをどのように測定し賃金に反
映されるかといった問題は「職務」基準と「人」
基準の両方が求められるアプローチである。
　日本においては「ワーカー」から「ジョブ」と
いう流れがあり，欧米においては「ジョブ」から

「ワーカー」へという流れがある。いずれにして
も「職務」基準と「人」基準の複合が今後の趨勢
になると思われる。融合でなく複合という表現を
使ったのは，両者が混ざり合って新たな方法が生
まれるというよりも，「職務」基準と「人」基準

をどのように組み合わせるか，そのバラエティに
よって制度が決定されると考えたからである。
　近年，日本企業において増加しつつある賃金制
度に役割給がある。役割給の定義は定まっておら
ず，現在は様々な制度や運用が乱立している状態
であるが，役割とは，組織における役割の重要性
に注目して序列化した役割等級にリンクした賃金
であるとされる（石田 2014；平野 2010）。そのため，
役割とは，「人」基準としながらも，職務価値に
注目し序列化する点において，「職務」要素も組
み入れた複合的な概念であると思われる。
　「職務」と「人」の複合化は，制度化された共
通の賃金フレームの構築を難しくさせる。そして
処遇のあり方の個別化が必然的に進展すると予期
される。処遇の個別化を強調した概念が，特別な
処遇（idiosyncratic�deals）と呼ばれる概念，通称

“i-deals”である（Rousseau�2006）。特別な処遇は，
個別的な雇用配置や管理（personalized�employ-
ment�arrangement）であり，個人と組織の双方に
とって有益であるものと考えられている。特別な
処遇は，当初は，高い技能を有し組織に付加価値
をもたらすと期待されるスター社員を対象とした
制度を仮定していたが，仕事と家庭を両立させる
ためのテレワークなどその適用範囲は拡がりつつ
ある。特別な処遇は，個人による処遇の差異を認
める制度であるので，不公正知覚につながりやす
い。Rousseau（2001）は，“flexibility�versus�fair-
ness”�という副題をつけた論文において，特別な
処遇の柔軟性と公正さを両立することの難しさと
重要性について論じている。彼女は，個人にとっ
て柔軟な取り扱いをすることは，手続き的公正の
一貫性という基準を侵犯しているので，特別な処
遇は，一般的な処遇を受けている人からすれば不
公正さを感じやすい構造を含んでいると述べてい
る。Greenberg�et�al.�（2004）は，内的衡平に配慮
することと，手続き的公正，対人的公正そして情
報的公正を確保することの重要性を指摘してい
る。処遇の個別化が進むにつれて分配的公正以外
の公正要素を確保することが重要になると思われ
る。
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2　文化の違いと好ましい賃金分配のあり方

　高い貢献をした者が，より多い報酬や賃金を得
るという衡平分配は，文化に関わりなく共通の原
理だと思われる。組織成員のモチベーションや生
産性を高めるためには，貢献に応じた報酬という
何らかのインセンティブ設計が不可欠であると考
えるからである。しかし，貢献の高い者と低い者
の間で，報酬や賃金をどれくらい差異化すべきか，
その程度については文化や価値観によって変わる
とも考えられる。ビジネス場面において，全くの
平等分配は現実的ではないと考える。しかし，実
績重視志向（pay�for�performance）であるか，それ
と も 再 分 配（redistribution）・ 平 等（egalitarian）
志向であるかという選好（preference）は，文化や
国によって異なるかもしれない。例えば，米国は，
約 3％の高所得者層に富の 50% 以上が集中する
といわれているが，これはハードワークを行って
成果をあげた者には報いるという心理性向を反映
しているとも考えられる。これに対して，欧州や
日本も実績を重視はするが，相対的に再分配も重
視すると思われる。
　Frank,�Wertenbroch,�and�Maddux（2015）は，
こうした文化的違いを生み出す心理変数として公
正世界信念（just-world�belief）に注目した。この世
界は公正にできている。そして，人は結局のとこ
ろその者にふさわしい扱いや処遇を受けるように
なっている─個人が抱くこのような世界の公正
さに関する一般的信念を公正世界信念と呼ぶ。公
正世界信念が強い文化や国の場合，ある個人の置
かれている現状や受けた処遇は，基本的にはその
人にふさわしい結果あるいは帰結が反映されたも
のであると考える。それゆえ実績をあげた者は，

（それにふさわしい）高い賃金を受けて当然である
と考える。つまり実績重視の分配が好ましいと判
断される。例えば，米国は公正世界信念が比較的
強い文化であり，実績と報酬を厳密に連動させ，
実績重視の配分を好む傾向があるといわれてい
る。一方で，欧州は，公正世界信念が米国ほどは
強くない文化であり，再分配や平等志向の分配を
好むと予想される。
　Frank,�Wertenbroch,�and�Maddux（2015）は，

上記の疑問や仮説を検証するために実験的研究を
行った。研究 1 では，公正世界信念が賃金配分の
施策（実績志向 vs.�再分配・平等志向）に与える影
響について検討された。フランスにある国際的な
ビジネススクールに通う 78 人の大学院生を対象
とした実験から，公正世界信念の傾向が強い実験
参加者は，（再分配ではなく）実績に基づく賃金配
分を好ましいと判断する傾向が見出された。実験
参加者の国籍は多様であったが，国籍を統制して
も，さらに権力格差（power�distance），個人主義

（individualism）など Hofstede（1980）が提起した
文化次元を統制しても公正世界信念の強い者ほど
実績重視の配分を好ましいと判断する傾向が見出
された。研究 2 においては，アメリカ人（実績重
視と仮定される）とフランス人（再分配重視と仮定
さ れ る ） と い う 国 籍 の 違 い が， 勝 者 総 取 り

（winner-take-all）や実績によって給与が変動する
割合の判断に与える影響について検証された。
142 人のアメリカ人と 102 人のフランス人が参加
した実験は，アメリカ人の実験参加者は，フラン
ス人の実験参加者よりも勝者総取り方式を好まし
いと判断する傾向が強く，また，給与が実績によっ
て変動する割合を高い賃金配分を好ましいと判断
する傾向が見出された。しかし国籍と勝者総取り
の支持の関係，国籍と高い変動割合の支持との関
係は公正世界信念によって媒介されることが明ら
かにされた。
　研究 3 は，より実験的な統制を強めた手法を用
いて，研究 1 と 2 の知見を追試してこれを支持す
る結果を得ている。研究 3 は，プライミングの手
法を用いて公正世界信念を実験的に操作した。な
お実験参加者は，112 人のアメリカ人大学生で
あった。公正世界条件に配置された参加者は，統
制条件に割り当てられた者たちよりも，実績重視
の配分や勝者総取り方式を好ましいと判断する傾
向が見出された。
　これらの結果は，グローバルな経営を推し進め
る多くの企業に示唆を与えると思われる。ビジネ
スである以上，全くの平等主義は非現実的である
と思うが，実績を重視した配分と再分配を志向す
る配分のどちらが好ましいと判断するかについて
は文化的にばらつきがあるし，さらに個人によっ
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ても異なるということだ。グローバルな展開を推
し進める企業が，進出先に適合する賃金システム
を構築するために，進出先の従業員の公正世界信
念や好ましいと判断する配分選好（実績を重視 vs.�
再分配を重視）を考慮することが求められるであ
ろう。

3�　結論に代えて─今後の研究と実践的含意につ
いて

　賃金制度と公正さに関する研究は必ずしも多い
わけではない。組織における公正研究は，賃金そ
のものに焦点を向けるのではなく，賃金を含む組
織全体の公正さを捉えようとする傾向が強い。こ
うした傾向に対して，Choi（2008）は，上司や組
織といった社会的実体（social�entity）に関する公
正知覚と特定の出来事（event）に関する公正知
覚に二分したが，賃金に関する公正知覚は出来事
ベースの公正知覚に相当すると考えられる。賃金
に特化した公正さの測定を積極的に実施して，こ
の知覚が従業員の反応に与える影響が，既存の公
正研究と同じなのか，それとも独自な知見が得ら
れるかについてさらに検証する必要があるだろう。
　また，成果主義や賃金評価の個別化の進展に
よって手続き的公正の重要さが増すと主張した
が，この主張は分配的公正と手続き的公正の交互
作用モデルが理論基盤となる（Brockner�2002;�
Brockner�and�Wiesenfeld�1996;�林 2007）。交互作用
のパターンは，結果が好ましくないあるいは分配
的に不公正だと感じても，手続きが公正であれば
従業員の組織に対する態度や仕事へのモチベー
ションは必ずしも低下しないというものである

（図 6）。賃金に関して，このような交互作用効果
が見出されるかについてさらに検証をする必要が
あると思われる。
　実践的含意についてであるが，本論文は，職能
給から成果主義への変化が公正さの問題を引き起
こしたことを改めて確認した。制度変革にあたっ
ては，主観的な公正さが多次元構造であることを
考慮に入れて，事を進めるべきである。例えば，
導入が進みつつある役割給制度やグローバル化に
対応した職務給の是非を考察するにあたって，手
続き的公正，対人的公正そして情報的公正の観点

からの点検が求められよう。さらに多元的な公正
さを実現するために，研修プログラムの開発と実
施も求められる。
　今回はあまり取り上げなかった割り振られる仕
事の性質や評判など金銭賃金以外の報酬要素が公
正さや従業員のパフォーマンスに与える影響も探
る必要があるだろう。例えば，Frank,�Werten-
broch,�and�Maddux�（2015）の主張した実績重視
と再分配重視の考え方や選好は，Milkovich,�New-
man,�and�Gerhart（2013）が分類した関係利益に
も当てはまるのかどうかは興味深い。再分配を重
視した結果，成功者が獲得できなかった金銭賃金
部分を関係利益で補っているという仮説も成り立
つ。これらの様々な疑問に対して，調査だけでな
く実験的手法を用いてアプローチすることが求め
られよう。上記の課題の解決を図るために，研究
の知見や職場における正確なエビデンスを重視す
る，エビデンスに基づいたマネジメント（Evidence�
Based�Management）が欠かせない（Briner,�and�Rous-
seau�2011；Rousseau�2006；Rousseau,�Manning,�and�
Denyer�2008）。

＊本論文の作成にあたりましては，慶應義塾大学大学院の大藪
毅先生から貴重なご意見をいただきました。ここに深く感謝
の意を示します。

 1）公正を意味する英語として，justice と fairness があると
思われる。Van�den�Bos�and�Lind（2002）は，justice があ
る基準に照らして判断される規範的な性質の強い概念である

図 6　分配的公正と手続的公正がアウトカム
変数に与える交互作用効果
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のに対して，fairness は適切な処遇に関する個人の主観的感
覚の強い概念であると述べている。Goldman�and�Cropanza-
no�（2015）は，彼らの主張を引き継ぎ，justice と fairness を
区別する必要性を強調した。こうした主張に従って，例えば，
justice を正義，fairness を公正・公平というように訳し分け
ることもできると思われる。一方で，多くの実証研究におい
て，両者は互換可能（interchangeable）な概念として取り
扱われている。本論文は，後者の慣例に従って，justice と
fairness を区別して訳すという方法は採らずに，いずれも公
正と表記することとした。
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